
受講料 会員（相続・事業承継実務研究会） ： 無料 ｜ 一般 ： 20,000円（税込）

詳しい講座内容は裏面をご覧ください。

東京都中央区八重洲2-3-14 ケイアイ興産東京ビル 4F-7F,B1　TEL：03-3527-9841
JR東京駅 八重洲南口 徒歩２分・ 東京メトロ銀座線京橋駅 ７番出口徒歩２分

ビジョンセンター東京

● なぜ不動産を法人に移転したら節税になるのか？
● 法人に不動産を移転するなら、
 具体的にどうすれば最もメリットがあるのか？
● 何をどうすると税務リスクが生じるのか？

会場 ［八重洲］×［オンライン］
40名定員

会場受講
201511/12 木 17:30-20:30

ファルベ実務セミナー

相続・事業承継実務研究会

価値ある情報を効率よく安価に提供!  生講座を「オンラインＬＩＶＥ講座」にて配信!

どの会計事務所でも提案できる!!

「法人資産税」の第一人者・伊藤税理士による理論だけではなく、
自らの業務で実践している実務講座

講　師 伊藤俊一税理士事務所 代表税理士伊藤 俊一 氏
1978年（昭和53年）愛知県生まれ。
勤務時代、都内会計事務所を経て、都内コンサルティング会社にて某メガバンク案件に係る事業再生、
事業承継、資本政策、相続税等のあらゆる税分野のコンサルティングを経験。
特に、事業承継・少数株主からの株式集約（中小企業の資本政策）・相続税・地主様の土地有効活用コン
サルティングは勤務時代から通算すると数百件のスキーム立案実行を経験しており、豊富な経験と実績
を有する。一橋大学大学院国際企業戦略研究科経営法務専攻（専攻：租税法／研究テーマ：民事信託）
修士課程在学中。
現在、厚生労働省ファイナンシャル・プランニング技能検定 試験委員。信託法学会所属。

不動産を法人に移転させる
「不動産所有型法人スキーム」

失敗しない
ポイントは

３点!!

失敗しない
ポイントは

３点!!

徹底
検証



株式会社ファルベ 〒104-0032 東京都中央区八丁堀4-1-3 宝町TATSUMIビル4Ｆ  TEL 03-6228-3272  担当：藤井・内海

• 株式会社・合同会社ではなく一般社団法人や合名会社にする積極的理由

• なぜ「管理会社方式」ではなく「所有会社方式」にする方がいいのか？

• 不動産購入・移転から保有・売却・相続時までの税務リスク検証

• この節税スキームに税務リスクはあるのか？

• 所得税・消費税・相続税の具体的な節税メリット、提案方法

講座内容

カリキュラム

2015/11/12（木）「不動産を法人に移転させる「不動産所有型法人スキーム」徹底検証」 申込書

お申込み方法

必要事項をご記入の上、FAXにてお申込みください。折り返し受付確認票を送付いたします。HPからもお申込みいただけます。

03-5539-3751FAX送信先 HPからのお申込みはこちら http://farbe-net.com/

参加者名［1］ フリガナ 参加者名［２］ フリガナ

E-mail E-mail

事務所名 ご住所 〒

TEL FAX

本セミナーは、不動産管理会社を設立して管理料相当分を法人に所得移転、親族を役員にして所得分散
する、いわゆる「管理会社方式」ではなく、さらなる節税メリットが大きい、法人が直接不動産を保有する、
いわゆる「所有会社方式」を提唱します。
個人が所有する不動産を法人に移転することで節税になるという基本的な内容に始まり、その法人も「一
般社団法人」や「合名会社」を活用することでさらなる相続税対策・・・さらには、所得分散による所得税の
節税、消費税の節税までを掘り下げて解説いたします。
また、「節税スキーム」というと、表面的な理解のまま実行すると、税務リスクに直面することが多々あります
が、あえて税務リスクにまで触れることで、本節税スキームをより実践的に捉えることが可能となります。

・ 個人が所有する不動産を法人に移転するスキームを知りたい税理士
・ 不動産を法人移転すれば節税になることは理解できるが提案・実行するのに躊躇している税理士
・ 地主・不動産オーナーの顧問先が多い会計事務所
・ 不動産オーナーに相続対策を提案したい不動産事業者
・ 法人成りを税理士・金融機関から提案を受けているが当該提案をご自身でも検証されたい
 地主・不動産オーナー様

のご参加をお待ちしております。


